
令和８年（2026年）１０月５日 

子 ど も 文 教 委 員 会 資 料 

子ども教育部保育園・幼稚園課 

 

（第７６号議案） 

 

中野区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 条例改正の理由 

  家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める内閣府令の一部改正に伴い、

所要の改正を行うものである。 

 

２ 改正内容 

（１）満三歳以上小規模保育事業に係る規定の追加 

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）の改正により、３歳以

上児のみを対象とする「満三歳以上限定小規模保育事業」が創設されたことに伴い、当

該事業に関する規定を追加するとともに関連規定を整備する。 

（２）こども性暴力防止法の施行に係る規定の追加 

こども性暴力防止法（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力

等の防止等のための措置に関する法律）が令和８年１２月２５日に施行されることに伴

い、当該法に規定する児童対象性暴力等を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場

合に児童等を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用児童等と接する業務に

従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該児童等に接するも

のをいう。）に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講じなければならないこととす

る。 

 

３ 新旧対照表 

  別紙のとおり 

 

４ 施行日  

  公布の日。ただし、第１３条の改正規定は、令和８年１２月２５日から施行する。 
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 別紙 

 

中野区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

目次 （略） 目次 （略） 

第１章 総則 第１章 総則 

第１条 （略） 第１条 （略） 

 （最低基準の目的） （最低基準の目的） 

第２条 この最低基準は、中野区長の監督

に属する家庭的保育事業等を利用してい

る乳児又は幼児（満３歳に満たない者に

限り、法第６条の３第９項第２号、同条

第１０項第２号、同条第１１項第２号若

しくは同条第１２項第２号の規定に基づ

き保育が必要と認められる児童であって

満３歳以上のものについて保育を行う場

合又は同条第１０項第３号の規定に基づ

き保育を必要とする児童であって満３歳

以上のものについて保育を行う場合は、

当該児童を含む。以下同じ。）（以下「利

用乳幼児」という。）が、明るく、かつ、

衛生的な環境において、素養があり、か

つ、適切な訓練を受けた職員（家庭的保

育事業等を行う事業所（以下「家庭的保

育事業所等」という。）の管理者を含む。

以下同じ。）が保育を提供することによ

り、心身ともに健やかに育成されること

を保障することを目的とする。 

第２条 この最低基準は、中野区長の監督

に属する家庭的保育事業等を利用してい

る乳児又は幼児（満３歳に満たない者に

限り、法第６条の３第９項第２号、同条

第１０項第２号、同条第１１項第２号又

は同条第１２項第２号の規定に基づき保

育が必要と認められる児童で満３歳以上

のものについて保育を行う場合は、当該

児童を含む。以下同じ。）（以下「利用

乳幼児」という。）が、明るく、かつ、

衛生的な環境において、素養があり、か

つ、適切な訓練を受けた職員（家庭的保

育事業等を行う事業所（以下「家庭的保

育事業所等」という。）の管理者を含む。

以下同じ。）が保育を提供することによ

り、心身ともに健やかに育成されること

を保障することを目的とする。 

第３条～第５条 （略） 第３条～第５条 （略） 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型

保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保

育事業者」という。）を除く。以下この

条、第７条第１項、第１４条第１項及び

第２項、第１５条第１項、第２項及び第

５項、第１６条並びに第１７条第１項か

ら第３項までにおいて同じ。）は、利用

乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行

われ、及び家庭的保育事業者等による保

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型

保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保

育事業者」という。）を除く。以下この

条、第７条第１項、第１４条第１項及び

第２項、第１５条第１項、第２項及び第

５項、第１６条並びに第１７条第１項か

ら第３項までにおいて同じ。）は、利用

乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行

われ、及び家庭的保育事業者等による保
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育の提供の終了後も満３歳以上の児童に

対し、必要な教育（教育基本法（平成１

８年法律第１２０号）第６条第１項に規

定する法律に定める学校において行われ

る教育をいう。第３号において同じ。）

又は保育が継続的に提供されるよう次に

掲げる事項（法第６条の３第１０項第３

号に掲げる事業（以下「満３歳以上限定

小規模保育事業」という。）を行う事業

者（以下「満３歳以上限定小規模保育事

業者」という。）にあっては、第１号及

び第２号に掲げる事項）に係る連携協力

を行う認定こども園（子ども・子育て支

援法（平成２４年法律第６５号）第７条

第４項に規定する認定こども園をい

う。）、幼稚園（同項に規定する幼稚園

をいう。）又は保育所（同項に規定する

保育所をいう。）（以下「連携施設」と

いう。）を適切に確保しなければならな

い。 

育の提供の終了後も満３歳以上の児童に

対し、必要な教育（教育基本法（平成１

８年法律第１２０号）第６条第１項に規

定する法律に定める学校において行われ

る教育をいう。第３号において同じ。）

又は保育が継続的に提供されるよう次に

掲げる事項に係る連携協力を行う認定こ

ども園（子ども・子育て支援法（平成２

４年法律第６５号）第７条第４項に規定

する認定こども園をいう。）、幼稚園（同

項に規定する幼稚園をいう。）又は保育

所（同項に規定する保育所をいう。）（以

下「連携施設」という。）を適切に確保

しなければならない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 当該家庭的保育事業者等（満３歳以

上限定小規模保育事業者を除く。第４項

及び第５項において同じ。）により保育

の提供を受けていた利用乳幼児（事業所

内保育事業（法第６条の３第１２項に規

定する事業所内保育事業をいう。以下同

じ。）の利用乳幼児については、第４２

条に規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号及び第４項第１号にお

いて同じ。）を当該保育の提供の終了に

際して、当該利用乳幼児に係る保護者の

希望に基づき引き続き当該連携施設に

おいて受け入れて教育又は保育を提供

すること。 

⑶ 当該家庭的保育事業者等により保育

の提供を受けていた利用乳幼児（事業所

内保育事業（法第６条の３第１２項に規

定する事業所内保育事業をいう。以下同

じ。）の利用乳幼児については、第４２

条に規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号及び第４項第１号にお

いて同じ。）を当該保育の提供の終了に

際して、当該利用乳幼児に係る保護者の

希望に基づき引き続き当該連携施設に

おいて受け入れて教育又は保育を提供

すること。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）

の場合において、家庭的保育事業者等は、

法第５９条第１項に規定する施設のう

ち、次に掲げるもの（入所定員が２０人

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）

の場合において、家庭的保育事業者等は、

法第５９条第１項に規定する施設のう

ち、次に掲げるもの（入所定員が２０人
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以上のものに限る。）又は満３歳以上限

定小規模保育事業を行う事業所であっ

て、中野区長が適当と認めるものを第１

項第３号に掲げる事項に係る連携協力を

行う施設として適切に確保しなければな

らない。 

以上のものに限る。）であって、中野区

長が適当と認めるものを第１項第３号に

掲げる事項に係る連携協力を行う施設と

して適切に確保しなければならない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

第７条～第１２条 （略） 第７条～第１２条 （略） 

 （児童対象性暴力等の防止）  

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３

４条の１６第４項において準用する法第

２１条の５の１８第４項の規定により、

児童対象性暴力等（学校設置者等及び民

間教育保育等事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関する法律

（令和６年法律第６９号）第２条第２項

に規定する児童対象性暴力等をいう。以

下この条において同じ。）を防止し、及

び児童対象性暴力等が行われた場合に利

用乳幼児を適切に保護するため、児童等

対象業務従事者（利用乳幼児と接する業

務に従事する者のうち、支配性、継続性

及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳

幼児に接するものをいう。）に係る犯罪

事実確認（同法第４条第１項に規定する

犯罪事実確認をいう。）その他の必要な

措置を講じなければならない。 

第１３条 削除 

第１４条～第１７条 （略） 第１４条～第１７条 （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関

する規程を定めておかなければならな

い。 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関

する規程を定めておかなければならな

い。 

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 

⑹ 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員

（満３歳以上限定小規模保育事業者に

あっては、満３歳以上の幼児の利用定

員） 

⑹ 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員 

⑺～⑾ （略） ⑺～⑾ （略） 
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第１９条～第２１条 （略） 第１９条～第２１条 （略） 

第２章 （略） 第２章 （略） 

第３章 小規模保育事業 第３章 小規模保育事業 

第１節 通則 第１節 通則 

（小規模保育事業の区分） （小規模保育事業の区分） 

第２７条 小規模保育事業は、小規模保育

事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型（満３歳

以上限定小規模保育事業を除く。）及び

小規模保育事業Ｃ型（満３歳以上限定小

規模保育事業を除く。）とする。 

第２７条 小規模保育事業は、小規模保育

事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型及び小規

模保育事業Ｃ型とする。 

第２節 小規模保育事業Ａ型 第２節 小規模保育事業Ａ型 

第２８条 （略） 第２８条 （略） 

（職員） （職員） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に

１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に

１を加えた数以上とする。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 

おおむね１５人につき１人（法第６条の

３第１０項第２号又は第３号の規定に

基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 

おおむね１５人につき１人（法第６条の

３第１０項第２号の規定に基づき受け

入れる場合に限る。次号において同じ。） 

⑷ （略） ⑷ （略） 

３～５ （略） ３～５ （略） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

第３節 （略） 第３節 （略） 

第４節 小規模保育事業Ｃ型 第４節 小規模保育事業Ｃ型 

第３３条・第３４条 （略） 第３３条・第３４条 （略） 

（利用定員） （利用定員） 

第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第

６条の３第１０項第１号の規定にかかわ

らず、その利用定員を６人以上１０人以

下とする。 

第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第

６条の３第１０項の規定にかかわらず、

その利用定員を６人以上１０人以下とす

る。 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

第４章 （略） 第４章 （略） 

第５章 事業所内保育事業 第５章 事業所内保育事業 

第４２条～第４７条 （略）  第４２条～第４７条 （略）  
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（準用） （準用） 

第４８条 第２４条から第２６条まで及び

第２８条の規定は、小規模型事業所内保

育事業について準用する。この場合にお

いて、第２４条中「家庭的保育事業を行

う者（次条及び第２６条において「家庭

的保育事業者」という。）」とあるのは

「小規模型事業所内保育事業を行う者

（第４８条において準用する次条及び第

２６条において「小規模型事業所内保育

事業者」という。）」と、第２５条及び

第２６条中「家庭的保育事業者」とある

のは「小規模型事業所内保育事業者」と、

第２８条中「小規模保育事業Ａ型」とあ

るのは「小規模型事業所内保育事業」と、

「小規模保育事業所Ａ型」とあるのは「小

規模型事業所内保育事業所」と、同条第

１号中「調理設備」とあるのは「調理設

備（当該小規模型事業所内保育事業所を

設置し、及び管理する事業主が事業場に

附属して設置する炊事場を含む。第４号

において同じ。）」と読み替えるものと

する。 

第４８条 第２４条から第２６条まで及び

第２８条の規定は、小規模型事業所内保

育事業について準用する。この場合にお

いて、第２４条中「家庭的保育事業を行

う者（次条及び第２６条において「家庭

的保育事業者」という。）」とあるのは

「小規模型事業所内保育事業を行う者

（第４８条において準用する次条及び第

２６条において「小規模型事業所内保育

事業者」という。）」と、第２５条及び

第２６条中「家庭的保育事業者」とある

のは「小規模型事業所内保育事業者」と、

第２８条中「小規模保育事業Ａ型」とあ

るのは「小規模型事業所内保育事業」と、

「小規模保育事業所Ａ型」とあるのは「小

規模型事業所内保育事業所」と、同条第

１号中「調理設備」とあるのは「調理設

備（当該小規模型事業所内保育事業所を

設置し、及び管理する事業主が事業場に

附属して設置する炊事場を含む。第４号

において同じ。）」と、同条第４号中「次

号」とあるのは「第４８条において準用

する第２８条第５号」と読み替えるもの

とする。 

第６章 （略） 第６章 （略） 

附 則 附 則 

１～７ （略） １～７ （略） 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事

業所内保育事業所の職員配置に係る特

例） 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事

業所内保育事業所の職員配置に係る特

例） 

８ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、

認定こども園（子ども・子育て支援法第

２７条第１項の確認を受けたものに限

る。）又は家庭的保育事業等（満３歳以

上限定小規模保育事業を除く。）が不足

していることに鑑み、当分の間、第２９

条第２項各号又は第４４条第２項各号に

定める数の合計数が１となるときは、第

２９条第２項又は第４４条第２項に規定

８ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、

認定こども園（子ども・子育て支援法第

２７条第１項の確認を受けたものに限

る。）又は家庭的保育事業等が不足して

いることに鑑み、当分の間、第２９条第

２項各号又は第４４条第２項各号に定め

る数の合計数が１となるときは、第２９

条第２項又は第４４条第２項に規定する

保育士の数は１人以上とすることができ
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する保育士の数は１人以上とすることが

できる。ただし、配置される保育士の数

が１人となるときは、当該保育士に加え

て、保育士と同等の知識及び経験を有す

ると中野区長が認める者を置かなければ

ならない。 

る。ただし、配置される保育士の数が１

人となるときは、当該保育士に加えて、

保育士と同等の知識及び経験を有すると

中野区長が認める者を置かなければなら

ない。 

９～１１ （略） ９～１１ （略） 

  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。た

だし、第１３条の改正規定は、令和８年１

２月２５日から施行する。 

 

 

 


